
地域密着型金融推進計画の進捗状況（平成１７年４月～１９年３月）

１．全体的な進捗状況およびそれに対する評価

（１）事業再生・中小企業金融の円滑化
　外部機関との連携や休日相談窓口の開催等による創業支援のほか、無担保企業ローンの取扱い、財務改善提案、ＴＫＣ中部会との交流会や次
世代クラブの開催等の経営支援を引続き実施しました。
　また、商工会議所提携ふれあい事業者ローンの提携先の拡大のために非提携先商工会議所等へ訪問を実施しました。外部機関との情報交換や
経営改善支援先に対する企業経営支援部と営業店担当者との帯同訪問等の継続により、事業再生に向けた取組みを行いました。
　さらに、顧客への説明態勢の整備や相談苦情処理に対する顧客サポート態勢の強化を図り、コンプライアンス重視の取組み姿勢を徹底するとと
もに、各種研修等の実施により人材の育成を図りました。
　なお、「経営支援の実績（個別事例）」「個人保証に過度に依存しない融資にかかる取組み状況について」を、本表末尾に掲載しました。

（２）経営力の強化
　バーゼルⅡの導入に備えリスク管理態勢（新たな要領の制定、マニュアル等の改正）の充実、債務者区分のリスクに応じた貸出金利基準の導入
による収益管理態勢の整備と収益力の向上、および役員による主要取引先への個別訪問等の実施によるガバナンスの強化を図りました。
　また、研修や勉強会等を継続的に実施し、法令等遵守態勢の強化を図りました。
　さらに、取引先と当金庫のホームページのリンク実施や取引先のホームページ作成支援業務を推進し、ＩＴの戦略的活用を図りました。

（３）地域の利用者の利便性向上
　ディスクロージャー誌の発行により、経済的貢献活動をはじめとする地域貢献に関する情報開示の充実を図りました。
　また、「お客さま満足度調査」の実施結果をホームページにて公表するとともに、調査結果を参考に、顧客満足度の向上に努めました。

　各項目について、平成１８年度下半期の計画に沿って実施しました。
　
　今後も引き続き地域密着型金融の推進を図り、地元経済に貢献できる金融機関を目指してまいります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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２．個別計画の進捗状況

１．事業再生・中小企業の円滑化

 ・ 融資ウェイトの大きい３業種につい
て専任担当者による審査の実施
 ・ 全国信用金庫協会(以下「全信協」
という）主催の「目利き力養成ステップ
アップ講座」への参加、ならびに派遣
者を講師とする庫内研修の実施
 ・ 取引先企業に対する経営支援につ
いての研修実施
 ・ ケーススタディによる研修の実施
 ・ 経営支援先企業に対する本部と営
業店との帯同訪問実施
 ・ 外部講師による庫内集合研修の実
施
 ・ 審査・管理トレイニーの実施

 ・ ３業種専任担当者による審査の継
続
 ・ 業界団体等が実施する外部研修
等への積極的参加
 ・ 外部研修参加者を講師とする庫内
集合研修の実施
 ・ 経営改善支援に関する事例研究
の実施
 ・ 経営支援先企業に対する本部と
営業店との帯同訪問実施
 ・ 審査・管理トレイニーの実施

（１）創業・新事業支援機能等の強化 ＜融資審査能力（「目利き」能力）の
向上＞
 ・ 融資ウェイトの大きい３業種につ
いて専任担当者による審査態勢を構
築する
 ・ 業界団体主催の「目利き力養成講
座」等へ職員を派遣する
 ・ 経営支援先企業に対し、本部と営
業店の経営支援担当者との帯同訪
問により、担当者の能力向上を図る
 ・ 営業店の融資担当者に対し審査・
管理トレイニーを実施し、審査・管理
能力の向上を図る
 ・ 庫内集合研修を実施し、職員全体
のレベルアップを図る

＜融資審査能力（「目利き」能力）の
向上＞
 ・ 「取引先企業に対する経営支援の
すすめ方について」の研修実施（17
年5月）
 ・ 全信協主催「目利き力養成ステッ
プアップ講座」計数活用編（17年5
月）、定性分析編（17年6月）へ各１名
派遣
 ・ 外部講師（愛知県中小企業支援セ
ンター）による庫内研修を実施（17年
6月）
 ・ 営業店の融資担当者に対して審
査・管理トレイニーを実施（17年7月、
17年10月～18年2月）
 ・ 融資ウェイトの大きい３業種につ
いて情報等の収集・分析を行い、専
任の審査担当者を配置し営業店の
指導を強化（17年9月）
 ・ 経営改善支援先に対して企業経
営支援部と営業店の経営支援担当
者等との帯同訪問実施
 ・ ケーススタディによる研修資料を
作成、研修の実施（（17年10月、18年
3月）
 ・ 東海地区信用金庫協会（以下「東
信協」という）主催「企業再生研修会」
に職員を派遣（17年10月）
 ・ 信金中央金庫（以下「信金中金」と
いう）主催「地域振興支援に係る集合
研修」に職員を派遣（18年2月）
 ・ 中小企業大学校主催の金融機関
職員研修「リレバン時代の目利き能
力アップ～」に職員を派遣（18年2月）

＜融資審査能力（「目利き」能力）の
向上＞
 ・融資ウェイトの大きい２業種につい
て、審査能力向上のため専任担当者
を取引先へ派遣（18年9月）
 ・東信協主催「業種別定性分析とア
ドバイスポイント講座」「企業財務診
断力養成講座」「中小企業経営支援
講座」「企業再生支援講座」に職員を
派遣（18年4月、7月、8月、9月）
 ・営業店の融資担当者に対して審
査・管理トレイニーを実施（18年5月～
7月、9月、11月、19年3月）
 ・外部講師（中小企業金融公庫名古
屋支店）による庫内研修を実施（18年
6月）
 ・経営改善支援先に対して企業経営
支援部と営業店の経営支援担当者
等との帯同訪問を実施
 ・ケーススタディによる研修を実施
（18年6月）
 ・信金中金主催「動産担保融資勉強
会」に職員を派遣（18年7月）
 ・全信協主催「目利き力養成講座基
礎編」へ職員を派遣（18年9月、11月）
 ・全信協発行冊子「信用金庫におけ
る企業支援の実際＜事例編＞」を営
業店に配付した
 ・業種別担当者による、審査および
情報等の収集・分析を継続
 ・全信協主催「中小企業新分野開拓
支援講座」へ職員を派遣（18年10月）
 ・外部講師（国民生活金融公庫）に
よる事例研修を実施（19年3月）

項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

2 （いちい信用金庫）



項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

 ・ 商工組合中央金庫、中小企業金融
公庫との業務連携強化
 ・ 国民生活金融公庫と営業店との連
携による創業等に関する情報の提供
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）、
県保証業務研修会、帝国データバン
ク研修会の開催
 ・ 創業支援に係る休日相談窓口の開
設
 ・ 近隣商工会議所との提携によるふ
れあい事業者ローンの取扱い開始
 ・ 技術力のある取引先について日本
政策投資銀行等の機能を活用

 ・ 政府系金融機関、外部機関等との
情報交換等による連携の継続
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強
会）、県保証業務研修会の開催
 ・ 創業支援に係る休日相談窓口の
継続
 ・ 技術力のある取引先について日
本政策投資銀行等の機能を活用

　 ＜起業・事業展開に資する情報の提
供＞
 ・ 政府系金融機関等と業務連携の
継続を図る
 ・ 国民生活金融公庫と創業・新事業
に係る連携の継続を図る
 ・ 東海地区産業クラスターサポート
会議への参加によるつなぎ融資の取
扱いを継続する
 ・ 渉外および融資担当者等の財務
分析、税務等の知識向上のためＴＫ
Ｃ税理士との交流会（勉強会）、県保
証業務研修会および帝国データバン
クの研修会を開催する

＜起業・事業展開に資する情報の提
供＞
 ・ 稲沢商工会議所、津島商工会議
所（17年4月1日）・江南商工会議所
（17年6月1日）・七宝町商工会（17年
10月3日）との「商工会議所および商
工会提携ふれあい事業者ローン」の
取扱い開始
 ・ 商工組合中央金庫（17年4月1
日）、中小企業金融公庫（17年8月１
日）と業務連携に係る覚書を締結し、
連携を強化
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）
を開催（17年6月、11月）
 ・ 東海地区産業クラスターサポート
会議に参加（17年6月、18年3月）
 ・ 17年度の産業クラスター計画に係
る交付決定先に対し、つなぎ融資の
取扱いを継続（17年8月）
 ・ 県保証業務研修会を開催（17年7
月）
 ・ 国民生活金融公庫の担当者を講
師として創業・新規事業支援に関す
る研修会を実施（17年10月～11月）
 ・ 帝国データバンクによる「企業情
報の見方」の研修実施（17年11月）
 ・ 日本政策投資銀行と業務協力に
関する協定を締結（17年12月）
 ・ 中小企業金融公庫との情報交換
を実施（17年度下期４回）
 ・ 中小企業基盤整備機構主催「新
連携フォーラム」に参加（18年3月）
 ・ 中部経済産業局等の外部機関の
経営情報を提供（合計5件）

＜起業・事業展開に資する情報の提
供＞
 ・ 中小企業基盤整備機構主催「産
学官連携ＩＴセミナー」に参加（18年4
月）
 ・ 一宮商工会議所と創業等に関す
る情報交換を実施（18年4月）
 ・ 国民生活金融公庫の担当者を講
師として創業・新規事業支援に関す
る情報交換を実施（18年4月、5月、8
月、9月、12月）
 ・ 県保証業務研修会を開催（18年4
月）
 ・ 東海地区産業クラスターサポート
会議に参加（18年5月、19年1月）
 ・ 「提携金融機関交流会（TKC中部
会）」に参加（18年5月）
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）
を開催（18年5月～19年3月）
 ・ 中小企業金融公庫との情報交換
を実施（18年6月、9月、12月、19年3
月）
 ・ 中小企業のものづくり基盤技術の
高度化に関する法律の説明会に参
加（18年6月）
 ・ ＴＫＣ主催研修会に参加（18年7
月）
 ・ 中小企業庁等の外部機関の経営
情報を提供（合計19件）
 ・ 「商工会議所および商工会提携ふ
れあい事業者ローン」に清洲町商工
会との提携を追加（18年10月）
 ・ あいち産業振興機構が開催したセ
ミナーに参加（18年11月）
 ・ 中小企業経営者向けに中小企業
基盤整備機構が作成した人材育成
に係る研修ガイドを営業店に配布（19
年3月）
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項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

＜創業・新事業の成長段階に応じた
適切な支援＞
 ・ 創業支援窓口を休日（土曜）にも
開催し、創業・新事業の支援強化を
図る
 ・ 日本政策投資銀行の「技術事業
化支援センター」等の活用を検討す
る

＜創業・新事業の成長段階に応じた
適切な支援＞
 ・ 創業支援に係る休日相談窓口を
開設（17年9月）
 ・ 技術力のある取引先について、日
本政策投資銀行の「技術事業化支援
センター」に技術力評価ならびに技術
の市場性評価を依頼し（17年9月）、
調査報告を受けた。（17年11月、18年
1月、3月）
 ・ 取引先の技術開発について、名古
屋工業大学テクノイノベーションセン
ター等を活用
 ・ 新事業支援に関し中小企業新事
業活動促進法に基づく経営革新計画
の策定を支援

＜創業・新事業の成長段階に応じた
適切な支援＞
 ・ 創業支援に係る休日相談会を毎
週土曜日に開催
 ・ 取引先の中小企業新事業活動促
進法に基づく経営革新計画の申請を
アドバイス（18年4月）
 ・ 取引先の名古屋市立大学との産
学連携について日本政策投資銀行と
協議（18年6月、12月）
 ・ 新事業支援に関し中小企業新事
業活動促進法に基づく経営革新計画
の策定を支援（18年度上期4件、下期
2件承認）
 ・ 新事業に必要な資金調達方法に
ついて日本政策投資銀行と協議（18
年8月）
 ・ 経営革新計画の資金計画につい
て国民生活金融公庫と事前相談（18
年9月）
 ・ 新事業支援に係る経営革新等促
進資金を活用し、新事業を支援
 ・ 経営革新計画の資金計画につい
て国民生活金融公庫と協調して融資
を実行（18年10月）
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項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

＜中小企業に対するコンサルティン
グ機能および情報提供機能の一層
の強化など、取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化＞
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）
を開催（17年6月）、ブロック別に開催
（１７年11月）
 ・ 県保証業務研修会を開催（17年7
月）
 ・ いちい信用金庫次世代クラブの分
科会を開催（17年8月、11月、18年2
月）
 ・ 東信協主催「第1回しんきんビジネ
スマッチング　ビジネスフェアー2005」
に参加（17年11月）
 ・ 経営改善支援先に対し、「企業診
断書」に基づく財務上の問題点の提
起および改善計画書の策定サポート
や特定項目の指導を実施
 ・ 取引先に対し中小企業支援セン
ター等の外部機関が発信している経
営に有益な情報を提供（9件）
＜要注意先債権等の健全債権化等
に向けた各種取組みの一層の強化
－キャッシュフローのモニタリング強
化等による不良債権の新規発生防
止等＞
 ・ 要注意先等について、営業店との
ヒアリングを実施（17年5～6月）
 ・ 要注意先等については融資稟議
の都度、資金繰り表（実績・計画）に
よりキャッシュフローのモニタリングを
実施
 ・ 経営改善支援先に対し、企業経営
支援部と営業店の経営支援担当者
等との帯同訪問を実施
＜要注意先債権等の健全債権化等
の強化に関する実績の公表および公
表内容の拡充＞
 ・ １７年度上期の実績について経営
改善支援先のランクアップ先数なら
びに具体的な改善事例をホームペー
ジに公表
 ・ １７年度における経営改善支援先
の債務者区分のランクアップ率は１
２.３％となり、数値目標１０％程度を
達成

＜中小企業に対するコンサルティン
グ機能および情報提供機能の一層
の強化など、取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化＞
 ・経営改善支援先に対し、「企業診
断書」に基づく財務上の問題点の提
起および改善計画書の策定サポート
や特定項目の指導を実施
 ・ いちい信用金庫次世代クラブの総
会を開催および企業見学会を実施
（18年5月、6月）
 ・ いちい信用金庫次世代クラブの分
科会を開催（18年7月、8月、11月、12
月、19年2月）
 ・ TKC税理士との交流会（勉強会）
をブロック別に開催（18年5月～19年
3月）
 ・ 「提携金融機関交流会（TKC中部
会）」に参加（18年5月）
 ・ 県保証業務研修会を開催（18年4
月）
 ・ 東信協主催「第２回しんきんビジネ
スマッチング　ビジネスフェア2006」に
参加（18年11月）
＜要注意先債権等の健全債権化等
に向けた各種取組みの一層の強化
―キャッシュフローのモニタリング強
化等による不良債権の新規発生防
止等＞
 ・ 要注意先等については融資稟議
の都度、資金繰り表（計画・実績）に
よりキャッシュフローのモニタリングを
実施
 ・ 自己査定結果に基づいて、営業店
とのヒアリングを実施（18年6月）
 ・ 経営改善支援先に対し、企業経営
支援部と営業店の経営支援担当者
等との帯同訪問を実施
＜要注意先債権等の健全債権化等
の強化に関する実績の公表および公
表内容の拡充＞
 ・ １７年度下期の実績について経営
改善支援先の具体的な改善事例を
ホームページに公表
 ・ １８年度における経営改善支援先
の債務者区分のランクアップ率は、
15.3％となり、数値目標10％程度を
達成

(2)取引先企業に対する経営相談・支
援機能の強化

＜中小企業に対するコンサルティン
グ機能および情報提供機能の一層
の強化など、取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化＞
 ・ 経営改善支援先に対して「企業診
断書」を作成し、財務上の問題点を
提起することで改善計画書の作成や
問題点の改善を支援する
 ・ 取引先に対し、中小企業支援セン
ターや中小企業基盤整備機構等によ
る経営支援に関する情報を提供する
 ・ いちい信用金庫次世代クラブの分
科会を開催する
 ・ 業界団体等が主催するビジネス
マッチングフェアに参加を斡旋する
等、ビジネス機会を提供する
 ・ 渉外および融資担当者の財務分
析、税務等の知識向上のためＴＫＣ
税理士との交流会（勉強会）、県保証
業務研修会および帝国データバンク
の研修会を開催する
＜要注意先債権等の健全債権化等
に向けた各種取組みの一層の強化
－キャッシュフローのモニタリング強
化等による不良債権の新規発生防
止等＞
 ・ 要注意先等については融資稟議
の都度、資金繰り表（実績・計画）に
よりキャッシュフローのモニタリングを
強化する
 ・ 不良債権の新規発生防止の観点
から正常先を含む一定金額以上の
先を対象に営業店とのヒアリングを
年1回実施し、取組方針等の共通認
識を深める
 ・ 経営改善支援先に対し、企業格付
に基づく「経営診断書」を作成し、財
務上の問題点を提起することにより
経営改善意識を明確にし、改善計画
の立案等を支援する
 ・ 経営支援先企業に対し、本部と営
業店の経営支援担当者との帯同訪
問により、担当者の能力向上を図る
＜要注意先債権等の健全債権化等
の強化に関する実績の公表および公
表内容の拡充＞
 ・ 経営改善支援先のランクアップ先
数等の数値および具体的事例等に
ついてホームページで公表する

 ・ 経営改善支援先に対する「企業診
断書」に基づく財務上の問題点の提
起、改善計画書サポートや特定項目
の指導
 ・ 取引先に対する外部機関が発信す
る経営支援情報の提供
 ・ いちい信用金庫次世代クラブ分科
会の開催
 ・ 東信協主催の「ビジネスフェア
2005」に参加
 ・  ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）、
県保証業務研修会、帝国データバン
ク研修会の開催
 ・ 経営改善支援先に対する「企業診
断書」に基づく財務上の問題点の提
起、改善計画書サポートや特定項目
の指導
 ・ 資金繰り表によるキャッシュフロー
モニタリングの実施
 ・ 自己査定結果に基づく営業店との
ヒアリングの実施
 ・ 経営改善支援先に対する本部と営
業店の経営支援担当者等との帯同訪
問の実施
 ・ １７年度における経営改善支援先ラ
ンクアップ率１０％程度の実現
 ・ 経営改善にかかる１７年度上期分
の中間報告について公開可能なもの
を開示

 ・ 経営改善支援先に対する「企業診
断書」に基づく財務上の問題点の提
起、改善計画書サポートや特定項目
の指導
 ・ いちい信用金庫次世代クラブ分科
会の開催
 ・ 東信協主催のビジネスマッチング
フェアに参加
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強
会）、県保証業務研修会の開催
 ・ 経営改善支援先に対する「企業診
断書」に基づく財務上の問題点の提
起、改善計画書サポートや特定項目
の指導
 ・ 資金繰り表によるキャッシュフロー
モニタリングの実施
 ・ １７年度通期の経営改善支援先の
ランクアップ先数、具体的事例等の
公表
 ・ １８年度における経営改善支援先
ランクアップ率１０％程度の実現
 ・ 経営改善にかかる１８年度上期分
の中間報告について公開可能なもの
を開示

5 （いちい信用金庫）



項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

（３）事業再生に向けた積極的取組み ＜再生ノウハウの共有化の推進＞
 ・ 対象企業の再生支援に係る方
針、経営状態や他の債権者との関係
等を踏まえ、個々の案件について愛
知県中小企業再生支援協議会等と
再生のための相談、情報交換等を実
施する
 ・ 企業経営支援部と営業店の支援
担当者等との帯同訪問により、担当
部と営業店の再生ノウハウの共有を
図る
 ・ 愛知県中小企業支援センターから
講師を招き事業再生に関する研修を
実施する
＜中小企業の過剰債務の解消や社
会のニーズの変化に対応した事業の
再構築＞
 ・ 過剰債務の解消策としてＤＤＳの
ニーズがあり企業再生として有効な
手段である場合に実施を検討する
＜再生支援実績や再生ノウハウの情
報開示＞
 ・ 年度開示を基本とし、該当事例を
ホームページ等で具体的に開示する

 ・ 愛知県中小企業再生支援協議会
や愛知県中小企業支援センター等と
の情報交換等実施
 ・ 経営改善支援先に対する本部と営
業店の経営支援担当者等との帯同訪
問の実施
 ・ 外部講師による事業再生等に関す
る研修の実施
 ・ ＤＤＳ、ＤＥＳ、ＤＩＰのニーズに応じ
利用を検討
 ・ １７年度上期分について中間報告と
して公開可能なものの開示

 ・ 愛知県中小企業再生支援協議会
や愛知県中小企業支援センター等と
の情報交換等実施
 ・ 経営改善支援先に対する本部と
営業店の経営支援担当者等との帯
同訪問の実施
 ・ ＤＤＳ、ＤＥＳ、ＤＩＰのニーズに応じ
利用を検討
 ・ １７年度の再生支援実績や再生ノ
ウハウ等の公表
 ・ １８年度上期分について中間報告
として公開可能なものの開示

＜再生ノウハウの共有化の推進＞
 ・ 整理回収機構と事業再生等に関
する情報交換を実施（17年4月、10
月、18年1月）
 ・ 愛知県中小企業支援センターと事
業再生等に関する情報交換を実施
（17年4～5月、18年1月）
 ・ 愛知県中小企業支援センターから
講師を招き、事業再生等に関する研
修を実施（17年6月）
 ・ 中小企業診断協会愛知県支部企
業再生研究会と事業再生に関する情
報交換および研修会へ参加（17年12
月、18年2月）
 ・ 経営改善支援先に対して企業経
営支援部と営業店の経営支援担当
者等との帯同訪問を実施
 ・ 経営改善支援先の再生に向け、
中小企業金融公庫と「企業再建資
金」に係る協議を実施
 ・ 経営改善支援先の状況により、外
部のコンサルタントを活用した再生支
援を実施
＜中小企業の過剰債務の解消や社
会のニーズの変化に対応した事業の
再構築＞
 ・ 企業再生手段としてDDS、DES等
の取組実績なし

＜再生ノウハウの共有化の推進＞
 ・ あいち産業振興機構と事業再生に
関する情報交換を実施（18年4月、5
月）
 ・ 整理回収機構と事業再生等に関
する情報交換を実施（18年4月）
 ・ 中小企業診断協会愛知県支部企
業再生研究会と事業再生に関する情
報交換および研修会へ参加（18年5
月、8月、11月、19年3月）
 ・ 中小企業金融公庫と情報交換を
実施（18年5月、6月、9月、12月、19
年3月）
 ・ 経営改善支援先に対して企業経
営支援部と営業店の経営支援担当
者等との帯同訪問を実施
 ・ 経営改善支援先の状況により、外
部のコンサルタントを活用した再生支
援を実施
 ・ 愛知県中小企業再生支援協議会
と事業再生に関する情報交換を実施
（18年7月、12月、19年2月、3月）
＜中小企業の過剰債務の解消や社
会のニーズの変化に対応した事業の
再構築＞
 ・ 企業再生手段としてDDS、DES等
の取組実績なし
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項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

（４）担保・保証に過度に依存しない
融資の推進等

①担保・保証に過度に依存しない融
資の推進
＜企業の将来性や技術力を的確に
評価するための取組みを強化、推進
＞
 ・ 企業の将来性や技術力を的確に
評価する取組強化のため、ＴＫＣ税理
士との交流会（勉強会）を開催する
 ・ ローンレビューの徹底を図るた
め、大口融資先重点管理制度、企業
格付制度等の見直しを行う
 ・ ＳＤＢ信用リスクデータベースを活
用し次の３項目を実施する
　a　信用コスト算出の基となるデフォ
ルト率の適用基準を定め、リスクに見
合った金利設定を行うための態勢を
整備する
　ｂ　貸出金ポートフォリオの適正化
を図る
　ｃ　個人事業主に対する格付制度
の制定を検討する
＜既存の包括根保証契約について、
制度改正の趣旨を踏まえた適切な見
直し＞
 ・ 制度改正の趣旨を踏まえた限定
根保証契約への変更手続きを促進
する
 ・ 第三者保証の利用に当っては、資
産状況、収入状況等勘案のうえ保証
能力を判断し対応する

 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）の
開催
 ・ 大口融資先重点管理制度、企業格
付制度等によるローンレビュー（貸出
後の業況把握）の徹底
 ・ 限定根保証契約書の改正
 ・ 中小企業金融公庫との連携による
ＣＬＯ（ローン担保証券）の資料を収集
 ・ 個人事業主に対する格付制度の検
討
 ・ リスクに見合った金利設定を行うた
めの態勢の構築

 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）
の開催
 ・ ローンレビュー（貸出後の業況把
握）の徹底を継続
 ・ 個人事業主の財務情報について
電子データを蓄積
 ・ リスクに見合った貸出金利への対
応強化および適正貸出金利の徹底

①担保・保証に過度に依存しない融
資の推進
＜企業の将来性や技術力を的確に
評価するための取組みを強化、推進
＞
 ・ 稲沢商工会議所、津島商工会議
所（17年4月1日）、江南商工会議所
（17年6月1日）、七宝町商工会（17年
10月3日）との「商工会議所および商
工会提携ふれあい事業者ローン」の
取扱いを開始
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）
を実施（17年6月、11月）
 ・ 創業支援に係る休日相談窓口を
開設（17年9月）
 ・ 中小企業金融公庫との連携による
ＣＬＯ（ローン担保証券）について、資
料を収集
 ・ ローンレビューについて大口融資
先重点管理制度の事後管理資料を
制定、また、「大口融資先調査表」も
改正し、詳細な業況把握を徹底
 ・ 個人事業主に対する格付制度を
確立するため、個人事業主の財務登
録を準備
 ・ ＳＤＢ信用リスクデータベースを活
用し信用コスト算出の基となるデフォ
ルト率の適用基準を定め、債務者区
分のリスクに応じた貸出金利基準を
制定
 ・ 本部の推進担当者が、支店長や
渉外役席から各種ローンに関するお
客様の意見、要望等を聴取し、業務
開発に活用
 ・ 無担保企業ローン「ひやく」の取扱
い開始（17年12月）
＜既存の包括根保証契約について、
制度改正の趣旨を踏まえた適切な見
直し＞
 ・ 「極度額」および「元本確定期日」
を定めた限定根保証契約書の改正
を実施（17年4月）

①　担保・保証に過度に依存しない
融資の推進
＜企業の将来性や技術力を的確に
評価するための取組みを強化、推進
＞
 ・ TKC税理士との交流会（勉強会）
をブロック別に実施（18年5月～19年
3月）
 ・ 中小企業金融公庫との連携による
ＣＬＯ（ローン担保証券）について検
討
 ・ 融資担当者を対象に各種ローンに
ついて勉強会を開催（18年6月）
 ・ フリーローン「ぱーとなー」の事務
取扱要領を改正（18年7月）
 ・ 創業支援に係る休日相談窓口を
毎週土曜日に開催
 ・ 大口融資先を対象にローンレ
ビューを継続
 ・ 個人事業主に対する格付制度を
確立するため、個人事業主の財務登
録を開始
 ・ 債務者区分のリスクに応じた貸出
金利基準に基づく対応を強化
＜既存の包括根保証契約について、
制度改正の趣旨を踏まえた適切な見
直し＞
 ・ 限定根保証契約書の改正による
説明責任の徹底と管理

7 （いちい信用金庫）



項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

　 ②中小企業資金調達手法の多様化
等
＜中小企業の資金調達手法の多様
化等に向けた取組み等を推進＞
 ・ 商工会議所と定期的に情報交換
を実施する
 ・ 中小企業金融公庫との連携による
ＣＬＯ（ローン担保証券）について検
討する
 ・ 創業支援に係る休日相談窓口を
設置する
 ・ 各種ローンの勉強会等を実施し推
進態勢を強化する
 ・ 稲沢商工会議所、津島商工会議
所および江南商工会議所との商工会
議所提携ふれあい事業者ローンの取
扱いを開始する
 ・ 無担保事業者ローンの取扱いを
開始する
 ・ シンジケートローン、私募債、売掛
債権担保融資等について取組みを
継続する

 ・ 近隣商工会議所との提携によるふ
れあい事業者ローンの取扱いを開始
 ・ 創業支援に係る休日相談窓口の開
設
 ・ 無担保事業者ローンの取扱い開始
 ・ 各種ローンについて推進担当者に
おける各店推進状況の把握と支援策
を検討

 ・ 中小企業金融公庫との連携による
ＣＬＯ（ローン担保証券）の取組方針
を決定
 ・ 非提携先商工会議所への訪問実
施
 ・ 各種ローンについての勉強会実施
 ・ 創業支援に係る休日相談窓口の
継続

②中小企業資金調達手法の多様化
等
＜中小企業の資金調達手法の多様
化等に向けた取組み等を推進＞
 ・ 提携先商工会議所への訪問を定
期的に実施
 ・ シンジケートローンの17年度取組
実績は７件５１８百万円（うち３件１８５
百万円はコ・アレンジャ－）

②中小企業資金調達手法の多様化
等
＜中小企業の資金調達手法の多様
化等に向けた取組み等を推進＞
 ・ 非提携先商工会議所等への訪問
を定期的に実施
 ・ 「商工会議所および商工会提携ふ
れあい事業者ローン」に清洲町商工
会との提携を追加（18年10月）
 ・ シンジケートローンの１８年度取組
実績は12件918百万円（うち４件736
百万円はコ・アレンジャ－）

8 （いちい信用金庫）



項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

＜顧客説明マニュアル等の内部規定
の整備＞
 ・ 生保、損保募集事務取扱要領を
改正（17年7月）
 ・ 「融資一般事務取扱要領」の基本
原則（基本事項）に与信取引に関す
る説明責任の項目を追加（17年9月）
 ・ 「与信取引に係る説明要領」を一
部改正（17年11月）
＜営業店における実効性の確保＞
 ・ コンプライアンス担当者を対象に
損保窓販研修会を開催（17年6月）
 ・ 信用金庫取引約定書の改正に伴
う説明会を開催（17年6月）
 ・ コンプライアンス担当者、部店長を
対象にコンプライアンス研修を開催
（17年10月、12月、18年3月）
 ・ 支店長会議終了後、支店長に対し
て説明責任の徹底を指示（17年10
月）
 ・ 生保第３次解禁商品の弊害防止
措置等説明会（17年12月、18年1
月）、およびコンプライアンス研修を
開催（18年1月）
 ・ 融資謝絶にかかる説明責任態勢
の点検を実施（18年2月）
 ・ 優越的地位濫用にかかる説明会
を開催（18年2月）

＜顧客説明マニュアル等の内部規程
の整備＞
 ・ 「生保募集事務取扱要領」、「保険
窓口販売業務に関するコンプライア
ンス」を改正（18年4月）
 ・ 「損害（火災）保険募集事務取扱
要領」を改正（18年12月）
 ・ 「預金一般事務取扱要領」を改正
（18年12月）
 ・ 「外国為替取次ぎ事務取扱要領」
を改正（19年1月）
 ・ 「コンプライアンスマニュアル」を改
正（19年1月）
 ・ 「保険窓口販売に関するコンプライ
アンス」を改正（19年3月）
 ・ 「生命保険募集事務取扱要領」を
改正（19年3月）
＜営業店における実効性の確保＞
 ・ コンプライアンス担当者を対象に
説明不足によるトラブル事例に関す
るコンプライアンス研修を開催（18年4
月）
 ・ コンプライアンス担当者を対象に
融資取引にかかる説明責任の徹底
に関するコンプライアンス研修を開催
（18年5月、12月）
 ・ 積立傷害保険商品取扱および商
品説明会を開催（18年5月）
 ・ テラー係を対象に保険窓口販売に
関するコンプライアンス研修を開催
（18年6月）
 ・ コンプライアンス担当者を対象に
優越的地位の濫用に関するコンプラ
イアンス研修を開催（18年7月）
 ・ 融資担当者を対象に与信取引に
係る説明態勢等に関する研修を開催
（18年9月）
 ・ 渉外担当役席者を対象に保険窓
口販売に関する注意事項を徹底（18
年9月、19年1月）
 ・ 渉外担当者および渉外担当役席
者を対象に保険窓口販売に関する勧
誘、契約等にかかるコンプライアンス
の研修会を開催（18年10月）
 ・ コンプライアンス担当者を対象に
保険窓口販売に関する説明義務およ
び疑わしい取引の参考事例に基づく
届出の徹底（18年11月）
 ・ 渉外担当者およびコンプライアン
ス担当者を対象に保険窓口販売に
関する販売話法等について研修を開
催（18年11月）

（５）顧客への説明態勢の整備、相談
苦情処理機能の強化

＜顧客説明マニュアル等の内部規定
の整備＞
 ・ 「与信取引に係る説明要領」の適
時適切な改正を行う
 ・ 生保、損保募集事務取扱要領の
改正を行う
＜営業店における実効性の確保＞
 ・ 融資事務連絡会議等開催時に「与
信取引に関する顧客への説明態勢
に係る規程」、「与信取引に係る説明
要領」に基づく説明責任を徹底する
 ・ コンプライアンス研修、保険募集
事務研修等を開催する

 ・ 生保、損保募集事務取扱要領の改
正
 ・ 苦情事例集を追録し営業店へ還元
 ・ 苦情事例発表会の開催
 ・ 信用金庫取引約定書の改正に伴う
勉強会の実施
 ・ 「与信取引に係る説明要領」の改正
 ・ コンプライアンス研修の開催
 ・ 融資事務連絡会議を開催し説明責
任を徹底
 ・ 生保募集事務取扱説明会の開催

 ・ コンプライアンス研修の開催
 ・ 苦情事例発表会の開催
 ・ 融資事務連絡会議を開催し説明
責任を徹底
 ・ 損保および生保募集事務取扱説
明会の開催

9 （いちい信用金庫）



項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

＜苦情実例の分析・還元＞
 ・ 苦情事例を営業店に還元し、再発

防止に努める
 ・ 苦情事例発表会を定期的に開催

する

＜苦情実例の分析・還元＞
 ・ 「苦情・事務ミス事例集Ⅱ」を作成
 ・ 東海地区信用金庫協会の開催に
よる「苦情相談担当者連絡会議」に
参加し意見交換を実施（17年9月）

 ・ 部店長を対象に事件・事故再発防
止説明会を開催（17年10月）

 ・ 預金役席者を対象に苦情等説明
会を開催（18年2月）

 ・ 東海財務局で開催された地域金
融円滑化会議に出席し事例を発表

（18年2月）

 ・ コンプライアンス担当者を対象にコ
ンプライアンス研修を開催、臨店指
導結果に基づきコンプライアンスを徹
底（18年12月）
 ・ 預金担当役席を対象に本人確認
法施行令等の改正に伴う本人確認に
ついて研修会を開催（18年12月）
 ・ 全保険募集人に「コンプライアンス
ハンドブック」を保険募集時の携帯資
料として配布（18年12月）
 ・ コンプライアンス担当者を対象に
保険窓口販売に関する、顧客ニーズ
にかかる意向確認についての説明会
を開催（19年3月）
＜苦情実例の分析・還元＞
 ・ 苦情事例発表会を開催（18年5
月、11月）
 ・ 愛知県信用金庫協会主催の連絡
協議委員会にて苦情に関する意見
交換会に参加（18年7月、11月）
 ・ 「苦情・ミス事例集Ⅲ」を作成（18年
9月）
 ・ 全営業店において毎月苦情事例
勉強会を開催
 ・ 「苦情等処理取扱規程」を全面改
正し、「顧客サポート等取扱規程」「顧
客サポート等取扱要領」を制定（19年
3月）
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項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

（６）人材の育成 ＜企業の将来性、技術力を的確に評
価できる能力（目利き能力）、経営支
援の能力の向上など、事業再生・中
小企業金融の円滑化に向けた人材
育成＞
 ・ 業界団体主催の「目利き力養成講
座」等へ職員を派遣する
 ・ 企業経営支援部職員との帯同訪
問により営業店の経営支援担当者等
の能力向上を図る
 ・ 営業店の融資担当者に対して審
査・管理トレイニーを実施し、審査・管
理の能力向上を図る
 ・ 庫内集合研修を開催し、職員全体
のレベルアップを図る
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強
会）、県保証業務研修会および帝国
データバンクの研修会を開催する
 ・ 専門性の高い研修への派遣、先
進金庫あるいは異業種各種機関を
視察させるなどの教育を実施する
 ・ 目利き能力等の向上のため、実務
に沿った各種外部資格の取得を奨励
する

 ・ 全信協主催の「目利き力養成ステッ
プアップ講座」への参加、ならびに派
遣者を講師とする庫内研修の実施
 ・ 企業経営支援担当者を対象とする
研修の実施
 ・ 経営改善支援先に対する本部と営
業店の経営支援担当者等との帯同訪
問の実施
 ・ 外部講師による庫内集合研修の実
施
 ・ 経営改善支援の事例研修の実施
 ・ 審査・管理トレイニーの実施
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）、
県保証業務研究会、帝国データバン
ク研修会の開催

 ・ 外部派遣研修への参加
 ・ 外部研修参加者を講師に庫内集
合研修を実施
 ・ 経営改善支援の事例研修の実施
 ・ 経営改善支援先に対する本部と
営業店の経営支援担当者等との帯
同訪問の実施
 ・ 審査・管理トレイニーの実施
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強
会）、県保証業務研究会研修会の実
施
 ・ 各種外部資格取得の奨励

＜企業の将来性、技術力を的確に評
価できる能力（目利き能力）、経営支
援の能力の向上など、事業再生・中
小企業金融の円滑化に向けた人材
育成＞
 ・ 全信協主催の「目利き力養成ス
テップアップ講座」計数活用編（1７年
5月）、定性分析編（17年6月）へ各1
名派遣
 ・ 営業店の経営支援担当者に対し
「取引先企業に対する経営支援の進
め方研修」を開催（17年5月）
 ・ 愛知県中小企業支援センターによ
る庫内研修を実施（17年6月）
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）
を実施（17年6月、11月）
 ・ 県保証業務研修会を実施（17年7
月）
 ・ 審査・管理トレイニーの実施（17年
7月、10月～18年2月）
 ・ 東信協主催の「企業再生研修会」
へ１名派遣（17年10月）
 ・ 営業店の経営支援担当者に対し
ケーススタディによる集合研修を実
施（17年10月、18年3月）
 ・ 信金中金主催の「地域振興支援に
係る集合研修」へ１名派遣（18年2月）
 ・ 中小企業大学校主催の金融機関
職員研修「リレバン時代の目利き能
力アップ～」へ2名派遣（18年2月）
 ・ 企業経営支援部と営業店の経営
支援担当者等との帯同訪問を実施

＜企業の将来性、技術力を的確に評
価できる能力（目利き能力）、経営支
援の能力の向上など、事業再生・中
小企業金融の円滑化に向けた人材
育成＞
 ・ 東信協主催の「業種別定性分析と
アドバイスポイント講座」へ１名派遣
（18年4月）
 ・ 県保証業務研修会を実施（18年4
月）
 ・ 「提携金融機関交流会（ＴＫＣ中部
会）」に参加（18年5月）
 ・ ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）
をブロック別に実施（18年5月～19年
3月）
 ・ 中小企業金融公庫の担当者によ
る「目利き力養成講座」を開催（18年6
月）
 ・ 東信協主催の「企業財務診断力
養成講座」へ１名派遣（18年7月）
 ・ 東信協主催の「中小企業経営支
援講座」へ１名派遣（18年8月）
 ・ 外部研修参加者による「業種別定
性分析とアドバイスポイント講座」を
開催（18年8月）
 ・ 東信協主催の「企業再生支援講
座」へ2名派遣（18年9月）
 ・ 全信協主催の「目利き力養成講
座」へ1名派遣（18年9月、11月）
 ・ 審査・管理トレイニーの実施（18年
5月～7月、9月、11月、19年3月）
 ・ 企業経営支援部と営業店の経営
支援担当者等との帯同訪問を実施
 ・ 融資ウェイトの大きい２業種につ
いて、審査能力向上のため専任担当
者を取引先へ派遣（18年9月）
 ・ 全信協主催の「中小企業新分野
開拓支援講座」へ１名派遣（18年10
月）
 ・ 信金中金主催の「中小企業経営
改善支援実務研修」へ１名派遣（18
年12月）
 ・ 国民生活金融公庫の担当者によ
る「目利き力養成講座」を開催（19年3
月）
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項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

２．経営力の強化

 ・ 現状の自己資本比率算出方法の
確認
 ・ 貸出金の信用リスク計測のため、リ
スクウェイトの把握に関する諸条件等
の確認、ならびにリスクウェイトの把握
に対応できるコード体系の検討
 ・ 有価証券の管理資料整備
 ・ 金利リスクの計測方法の検討
 ・ 現在の開示項目とバーゼルⅡの開
示項目の相違点の確認

 ・ 信用リスク計測のための諸条件に
対応できる態勢の確認
 ・ 金利リスクの計測
 ・ バーゼルⅡに基づく信用リスクお
よびオペレーショナルリスクの計測に
よる自己資本比率の算出  ・ バーゼ
ルⅡを取り入れたＡＬＭ運営マニュア
ルの見直し
 ・ 情報開示の拡充

＜自己資本比率の算出方法の精緻
化＞
 ・ 現状の自己資本比率算出方法を
確認
 ・ バーゼルⅡにおける信用リスク計
測手法は標準的手法を検討
 ・ 標準的手法におけるリスクウェイト
の把握に関する諸条件の概要を確
認
 ・ 標準的手法におけるリスクウェイト
の把握に対する諸条件の概要を確
認し、オンライン管理ができる担保
コード体系に変更（18年2月）
＜リスク管理の高度化＞
 ・ アウトライヤー基準の金利リスク
量の算出における２種類の計測方法
について、その内容を検討
 ・ リスク管理資料の見直しを検討
 ・ 仕組債等のリスクにかかる管理資
料の整備を行い、リスク管理態勢を
強化

＜自己資本比率の算出方法の精緻
化＞
 ・ バーゼルⅡに対応した貸出金の
信用リスク計測に係る共同センター
のシステム対応について検討
 ・ 共同センターのシステムで対応す
るため、抵当権付住宅ローンの抽出
等を可能にするコードを設定
 ・ 基礎的手法に基づきオペレーショ
ナルリスクを算出
 ・ 自己資本管理要領を制定し、自己
資本比率算出方法を精緻化
＜リスク管理の高度化＞
 ・ 債券のリスク管理資料の見直しを
実施
 ・ アウトライヤー基準における２種
類の金利ショック幅の金利リスク量を
試算
 ・ オンラインシステムの活用を検討
するため、データ（有価証券などの非
オンラインデータ）を入力
 ・ 銀行勘定の金利リスク量（アウトラ
イヤー基準）を採用するためＡＬＭ運
営マニュアルを一部改正
 ・ アウトライヤー基準による金利リス
ク量を試算
 ・ バーゼルⅡの対応に向け12月末
における信用リスクアセットの検証を
実施
 ・ 信用リスク計測手法を習得するた
め、信金中金へ担当者を派遣（19年3
月）
＜情報開示の拡充に係る適切な体
制整備＞
 ・ １８年度上期の半期情報開示の項
目として損益状況の開示を検討
 ・ バーゼルⅡ第３の柱における開示
項目について告示案に基づき当金庫
の課題、問題点を整理

（１）リスク管理態勢の充実 ＜自己資本比率の算出方法の精緻
化＞
 ・ 現状の算出方法の見直しを行い、
バーゼルⅡ決定後、速やかに算出で
きる態勢にする
 ・ 貸出金について、リスクウェイトの
把握のためオンライコードを整備し、
有価証券については信金中金および
証券会社と協議し、管理資料の見直
し、整備を行う
 ・ オペレーショナルリスクにおける基
礎的手法として粗利益の算定方法を
検討する
＜リスク管理の高度化＞
 ・ バーゼルⅡ導入に向けて、現在保
有している金利リスクの圧縮方法と
金利上昇局面におけるリスク回避手
段の確保を検討する
 ・ バーゼルⅡに対応したリスク管理
体制とするため、ＡＬＭ運営マニュア
ル等を見直す
 ・ 総合リスク管理委員会やＡＬＭ検
討部会において、リスク管理の高度
化に向けた取組みを把握、管理する
＜情報開示の拡充に係る適切な体
制整備＞
 ・ 自己資本の構成やリスク計測方
法等の開示項目拡充を検討する
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項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

（２）収益管理態勢の整備と収益力の
向上

＜債務者区分と整合的な内部格付
制度の構築＞
 ・ 内部格付と債務者区分の不整合
先、ＳＤＢと内部格付および債務者区
分との不整合先について検証し、不
整合要因の分析を行う
 ・ デフォルトデータの蓄積、格付遷
移、格付と債務者区分の整合性につ
いてモニタリングを継続する
＜地域において必要なリスク量をとり
つつ、それに見合った金利設定を
行っていくための体制整備＞
 ・ 信用コスト算出の基になるデフォ
ルト率の適用基準を定め、リスクに見
合った金利設定を行うための態勢を
整備する

 ・ 上期において１６年度の内部格付と
債務者区分との整合性の検証および
不整合先の要因分析
 ・ 下期において１６年度の外部格付
（ＳＤＢ）と内部格付および自己査定と
の整合性の検証および不整合性先の
要因分析
 ・ 内部格付について改正の必要性を
検討
 ・ 共同事務センターによる信用リスク
管理システム活用の有効性について
検討
 ・ デフォルト率の適用基準を定め、リ
スクに見合った金利設定を行うための
態勢の構築

 ・ １７年度の外部格付（ＳＤＢ）と内部
格付および自己査定との整合性の検
証および不整合性先の要因分析
 ・ 個人事業主の財務情報について
電子データの蓄積
 ・ 格付と自己査定の整合性につい
てモニタリングを継続し、格付改正の
必要性を検討
 ・ リスクに見合った貸出金利への対
応を強化

＜債務者区分と整合的な内部格付
け制度の構築＞
 ・ １６年度の内部格付と債務者区分
との整合性を検証
 ・ １６年度の外部格付（ＳＤＢ）と内部
格付および債務者区分との整合性を
検証
 ・ 内部格付について改正を検討
＜地域において必要なリスク量をとり
つつ、それに見合った金利設定を
行っていくための体制整備＞
 ・ 債務者区分のリスクに応じた貸出
金利基準を制定

＜債務者区分と整合的な内部格付
け制度の構築＞
 ・ 内部格付および債務者区分との
不整合要因を分析
 ・ 個人事業主に対する格付制度を
確立するため、個人事業主の財務登
録を開始
 ・ 外部格付（ＳＤＢ）と内部格付およ
び債務者区分との整合性を検証（18
年11月）
＜地域において必要なリスク量をとり
つつ、それに見合った金利設定を
行っていくための体制整備＞
 ・ 債務者区分のリスクに応じた貸出
金利基準に基づく対応の強化
 ・ 信用リスクの計測手法を習得する
ため、担当者を信金中金へ派遣（19
年3月）

13 （いちい信用金庫）



項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

（３）ガバナンスの強化 ＜半期開示の内容の充実＞
地域の預金者や地方公共団体がよ
りアクセスが容易で理解しやすいも
のとなるよう、開示項目および説明方
法を検討する
＜総代会に一般の会員・組合員の意
見を反映させる仕組み等、総代会の
機能強化に向けた取組み＞
 ・ 年１回以上、モニター会議を開催
する
 ・ 役員が主要取引先を個別に訪問
し、業況や近時の取組み等を説明す
るなど会員の意見を金庫経営に反映
させる取組みを引続き行う

 ・ 開示項目や説明方法の検討
 ・ 役員による主要取引先への個別訪
問実施
 ・ モニター会議の開催

 ・ バーゼルⅡの情報開示に関する
全信協の検討の動向を踏まえた情報
開示の拡充準備
 ・ 役員による主要取引先への個別
訪問実施
 ・ モニター会議の開催

＜半期開示の内容の充実＞
 ・ 開示項目や説明方法を検討
 ・ 半期ディスクロージャー誌を発行
（17年１１月）新たに預金者別預金残
高や個人の貸出金使途別残高の内
訳を掲載
＜総代会に一般の会員・組合員の意
見を反映させる仕組み等、総代会の
機能強化に向けた取組み＞
 ・役員による主要取引先の個別訪問
を実施（17年5～7月、11月～12月）
 ・ モニター会議を開催（17年11月）

＜半期開示の内容の充実＞
 ・ １８年度上期の半期情報開示の項
目として損益状況の開示を検討
 ・ バーゼルⅡ第３の柱における開示
項目について告示案に基づき当金庫
の課題、問題点を整理
 ・ 半期ディスクロージャー誌を発行、
新たに業務純益、経常利益および当
期純利益の項目を掲載
＜総代会に一般の会員・組合員の意
見を反映させる仕組み等、総代会の
機能強化に向けた取組み＞
 ・ 役員による主要取引先への個別
訪問を実施（18年5～6月、11月～12
月）
 ・ 総代以外の会員の意見を総代会
に反映させる仕組みとして「モニター
会議」を開催（18年11月）

14 （いちい信用金庫）



項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

＜営業店に対する法令遵守状況の
点検強化等＞
 ・ 各部署にて、コンプライアンス・ス
ケジュールに基づく勉強会を開催
 ・ １8年度監査計画を策定（18年4
月）
 ・ 監査項目の見直し・追加（18年4
月、8月、19年3月）
 ・ 監査トレイニーを実施（18年4月～
19年3月）
 ・ 新入職員を対象にコンプライアン
ス研修会を開催（18年4月）
 ・ コンプライアンス担当者を対象にコ
ンプライアンス研修会を開催（18年4
月、5月、7月）
 ・ コンプライアンス担当者を対象に
保険窓口販売研修会を開催（18年5
月、11月、19年3月）
 ・ 全部店において労務管理の点検
を実施（18年6月、10月）
 ・ パート職員を対象にコンプライアン
ス研修会を開催（18年6月、19年1月）
 ・ テラー担当者を対象に生保窓口
販売コンプライアンス研修会を開催
（18年6月）
 ・ 全部店において「取引等の適切性
確保への取組の再徹底」に関する勉
強会を開催（18年7月）
 ・ 連続休暇取得状況の点検を実施
（18年7月、11月）
 ・ 職員行動チェックリストによるコン
プライアンス点検実施（18年8月）
 ・ コンプライアンス臨店指導を実施
（18年4月～19年3月）
 ・ 渉外役席および渉外担当者を対
象に、保険窓口販売に関するコンプ
ライアンスの研修会を開催（18年10
月、19年1月）
 ・ 証券外務員研修の実施（18年10
月、19年3月）
 ・ コンプライアンス担当者を対象に
保険窓口販売および疑わしい取引の
届出に関するコンプライアンス研修を
開催（18年11月）
 ・ コンプライアンス担当者を対象に
事件・事故等の防止および店長専決
権限に関する研修を開催（18年12
月）
 ・ 全部店においてコンプライアンス
チェックリストの点検を実施（19年2
月）
 ・ 融資担当役席を対象に企業支援
に関連した顧客情報の管理徹底の
研修を実施（19年3月）

＜営業店に対する法令遵守状況の
点検強化等＞
 ・ コンプライアンス担当者等を対象
とした研修・勉強会を実施する
 ・ コンプライアンス・スケジュールに
基づく勉強会開催を徹底する
 ・ コンプライアンス・チェックリストに
基づく点検を強化する
 ・ 証券業務・外為業務のコンプライ
アンスに関するＱ＆Ａを作成し、営業
店のコンプライアンス態勢を強化する

 ・ コンプライアンス・スケジュールに基
づく勉強会の実施
 ・ 各部署における勉強会の開催
 ・ コンプライアンス担当者を対象とし
た研修の実施
 ・ コンプライアンス・チェックリストに基
づく点検強化
 ・ 証券業務・外為業務のＱ＆Ａの作
成と配付
 ・ 本部集合研修の実施

 ・ コンプライアンス担当者を対象とし
た研修の実施
 ・ コンプライアンス・チェックリストに
基づく点検強化
 ・ 本部集合研修の実施
 ・ 各部署における勉強会の開催

＜営業店に対する法令遵守状況の
点検強化等＞
 ・ 各部署にて、コンプライアンス・ス
ケジュールに基づく勉強会を開催
 ・ 監査項目の見直し・追加、１７年度
監査計画を策定（17年4月）
 ・ 監査トレイニーの実施
 ・ コンプライアンス担当者を対象に
損保窓販研修会を開催（17年6月）
 ・ 11店舗に対しコンプライアンス臨
店指導を実施（17年4～8月）
 ・ 「コンプライアンス委員会規程」、
「苦情等処理取扱規程」および「個人
情報の取扱いに関するマニュアル」
の一部改正（17年10月）
 ・ 「コンプライアンス・マニュアル」の
全面改正　（17年10月）
 ・ 「コンプライアンス臨店指導要領」
の一部改正　（17年10月、18年3月）
 ・ 証券業務および外為業務のＱ＆Ａ
を作成し配布（17年10月、11月）
 ・ コンプライアンス担当者、パート職
員、部店長を対象にコンプライアンス
研修会を開催（17年10月、12月、18
年1月、3月）
 ・ 職員行動チェックリストによる点検
実施（17年10月）
 ・ 疑わしい取引の届出研修を開催
（17年12月）
 ・ 個人情報取扱研修開催（18年2
月）
 ・ コンプライアンス・チェックリストに
よる点検実施（18年2月）
 ・ コンプライアンス臨店指導（書面検
査）実施（18年3月）

（４）法令等遵守（コンプライアンス）態
勢の強化

15 （いちい信用金庫）



項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

　 ＜適切な顧客情報の管理・取扱いの
確保＞
 ・ 関連規程・要領の見直し、改正を
行う
 ・ 職員等に対し、お客様情報の取扱
いの重要性を本部集合研修および
各部署における勉強会により教育す
る
 ・ 内部監査における監査項目の見
直しと点検の強化を図る
 ・ 各部署におけるお客様情報に関
する自主点検の強化を図る
 ・ 情報漏えい防止システムを導入す
る

 ・ 各部署における勉強会の開催
 ・ 内部監査における監査項目の見直
しと点検の強化
 ・ 各部署における自主点検の強化
 ・ 情報漏えい防止システムの導入
 ・ 関連規程等の見直しおよび改正
 ・ 本部集合研修の実施

 ・ 本部集合研修の実施
 ・ 各部署における勉強会の開催
 ・ 各部署におけるお客様情報に関
する自主点検の強化

＜適切な顧客情報の管理・取扱いの
確保＞
 ・ 全職員（パート職員を含む）を対象
に個人情報保護法説明会を開催（17
年4月）
 ・ 「個人情報保護に関する点検要
領」を制定（17年4月）
 ・ 部店長を対象に個人情報保護法
説明会を開催（17年5月）
 ・ 本部役員、部長および営業店部店
長を対象に顧問弁護士による個人情
報保護法研修を開催（17年5月）
 ・ 営業店部店長を対象に情報漏え
いシステム導入にかかる説明会を開
催（17年6月）
 ・ 次長等を対象に「個人情報の取扱
いに関するマニュアル」の説明会を
開催（17年6月）
 ・ 全営業店・関連会社３社に対し臨
店指導を実施（17年5～6月）
 ・ 情報漏えい防止システムの導入
（17年8月）
 ・ 「個人情報保護に関する点検の進
め方」を作成（17年8月）
 ・ 個人情報の取扱いについて自主
点検を実施
 ・ 監査項目に貸し渋り・貸し剥がし
問題の対応および苦情報告態勢に
関する項目を追加（17年10月）
 ・ 個人情報保護に関する自主点検
を実施（17年12月、18年3月）

＜適切な顧客情報の管理・取扱いの
確保＞
 ・ 全部店にて個人情報保護法の勉
強会を実施（18年4月～6月）
 ・ 企業支援に係る顧客情報の管理
に関する研修を開催（18年6月）
 ・ 個人情報取扱状況の自主点検を
実施（18年6月、9月）
 ・ 全営業店を対象に出資金の個人
情報取扱状況の点検を実施（18年7
月）
 ・ 個人情報保護宣言（プライバシー
ポリシー）を一部改正（18年8月）
 ・ 個人情報保護法に関するＱ＆Ａを
一部改正（18年9月）
 ・ コンプライアンスマニュアルの一部
改正（19年1月）
 ・ 「苦情等処理取扱規程」を全面改
正し、「顧客サポート等取扱規程」「顧
客サポート等取扱要領」を制定（19年
3月）

16 （いちい信用金庫）



項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

（５）ＩＴの戦略的活用 ＜ＩＴの戦略的活用＞
 ・ リスク管理の高度化を図るため、
信用リスク管理（ＳＤＢ信用リスク
データベース、自己査定支援システ
ム）におけるＩＴの活用を推進する
 ・ ＷＥＢによる情報提供を図るため、
当金庫と次世代クラブ会員企業およ
びビジネスマッチング参加企業との
ホームページをリンクする
 ・ 取引先企業に対するホームペー
ジ作成支援を行う
 ・ ＷＥＢ－ＦＢシステムの利用先を拡
大する
 ・ 渉外支援システムを全店導入する
 ・ 顧客データベースの機能拡充を図
るため、共同事務センターのＤＷＨ
（データウェアハウス）の利用を検討
する
 ・ 共同事務センターの還元帳票につ
いては、ＷＥＢ検索による電子保存
帳票システムの活用により電子化に
対応する
 ・ 金庫作成の還元帳票については、
庫内ＬＡＮの活用により電子化を推進
する

 ・ 信用リスク管理のためＳＤＢ信用リ
スクデータベース構築に向けた財務
データの蓄積および拡充
 ・ 当金庫のホームページと次世代ク
ラブ会員企業およびビジネスマッチン
グ参加企業等のホームページとのリン
クを実施
 ・ 取引先企業のホームページ作成支
援
 ・ ＷＥＢ－ＦＢシステムの利用拡大
 ・ 新渉外支援システムの導入
 ・ 電子保存帳票システムの導入準備
 ・ 金庫作成還元帳票の電子化を推進

 ・ 信用リスク管理のためＳＤＢ信用リ
スクデータベース構築に向けた財務
データの拡充
 ・ 次世代クラブ会員企業およびビジ
ネスマッチング参加企業等のホーム
ページとのリンクによる情報交換の
推進
 ・ 取引先企業へのホームページ作
成支援の継続
 ・ ＷＥＢ－ＦＢシステムの利用拡大
 ・ 営業店窓口と新渉外支援システム
との顧客情報のデータ連携等、ＤＷ
Ｈの活用検討
 ・ 電子保存帳票システムの導入お
よび活用
 ・ 金庫作成還元帳票の電子化を推
進

＜ＩＴの戦略的活用＞
 ・ 次世代クラブ会員企業およびビジ
ネスマッチング参加企業等１７社と
ホームページのリンクを実施（17年9
月）
 ・ 次世代クラブ会員企業およびビジ
ネスマッチング参加企業等のホーム
ページとのリンクに5社を追加　[合計
22社]（18年2月）
 ・ ＷＥＢ－ＦＢシステムの利用拡大を
推進（17年度上期契約72先、17年度
下期45先契約、合計契約先数１１７
先）
 ・ 金庫作成還元帳票の電子化推進
（17年4～9月で3帳票9種類実施）
 ・ ＳＤＢ信用リスクデータベース構築
に向け、財務データを蓄積
 ・ 取引先へのホームページ作成支
援のため、担当者２名を選任、18年１
月より作成支援を開始
 ・ 財務データ登録を基に、「デフォル
ト統計」・「債務者区分遷移行列」・
「財務統計」情報が還元されたため、
今後活用等を検討
 ・ 新渉外支援システムを全店導入
し、事務処理の効率化、統一化を促
進
 ・ 電子保存帳票システムを利用する
センター還元帳票の見直しを実施

＜ＩＴの戦略的活用＞
 ・ 個人事業主に対する格付制度を
確立するため、個人事業主の財務登
録を開始
 ・ 次世代クラブ会員企業およびビジ
ネスマッチング参加企業等のホーム
ページとのリンクに1社を追加　[合計
23社]
 ・ 次世代クラブ会員企業を対象に
ホームページ開設意向等の意識調
査を実施（18年8月）
 ・ ＷＥＢ－ＦＢシステムの利用拡大を
推進（18年度上期契約先数61先、下
期契約先数51先、総契約先数229
先）
 ・ DＷＨおよび電子保存帳票システ
ムの活用を検討
 ・ 次世代クラブ会員企業に対する
ホームページの作成支援

17 （いちい信用金庫）



項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

（６）共同組織中央機関の機能強化 ＜市場リスク管理態勢等の強化に向
けた取り組みと信金中金が個別金融
機関の余裕資金を運用して収益を還
元する機能等の一層の活用＞
 ・ 信金中金および証券会社等と協
議し、有価証券のリスクにかかる管
理資料の見直し、整備を行うことによ
り、リスク管理態勢の強化を図る
 ・ 新たに提供される信金中金の信
用金庫向け商品も、引続き運用対象
として検討する

 ・ 信金中金および証券会社等のポー
トフォリオ分析資料等を基に、有価証
券のリスクにかかる管理資料の見直し
を検討
 ・ 有価証券のリスクにかかる管理資
料の整備を通じた、リスク管理能力の
向上
 ・ リスクとリターンを考慮した信金中
金の信用金庫向け商品の導入を検討

 ・ バーゼルⅡ導入に備え、リスク管
理資料の整備および管理手法の見
直しを通じたリスク管理能力の向上
 ・ リスクとリターンを考慮した信金中
金の信用金庫向け商品の導入を検
討

＜市場リスク管理態勢等の強化に向
けた取り組みと信金中金が個別金融
機関の余裕資金を運用して収益を還
元する機能等の一層の活用＞
 ・ 信金中金および証券会社等の
ポートフォリオ分析資料を基に、有価
証券のリスクにかかる管理資料の見
直しを実施
 ・ 仕組債等のリスクにかかる管理資
料の整備を行い、リスク管理態勢を
強化
 ・ リスクとリターンを考慮し、信金中
金の信用金庫向け運用商品の導入
の検討、購入

＜市場リスク管理態勢等の強化に向
けた取り組みと信金中金が個別金融
機関の余裕資金を運用して収益を還
元する機能等の一層の活用＞
 ・ 債券のスキーム別リスクに係る管
理資料を検討
 ・ リスクとリターンを考慮し、信金中
金の信用金庫向け運用商品を購入
 ・ 債券スキーム別状況表の作成に
よるリスク管理態勢の強化

18 （いちい信用金庫）



項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

３．地域の利用者の利便性向上

【地域貢献に関する情報開示】
＜次の２項目を含め地域貢献に関す
る情報開示を個性的、かつ、より分
かりやすく行う積極的な取組み＞
①地域の中小企業者等に対しどのよ
うな資金供給がなされているか
②地域の預金者をはじめとする利用
者に対して、自らの預金等が地域の
ためにどのように活かされてか
 ・ 地域経済の活性化に資するため、
地域の中小企業等の様々な資金
ニーズに対し、事業者向けローン商
品の取扱いにより、円滑な資金供給
を行う形で地域社会に還元している
ことを開示する
 ・ 設備資金、運転資金をはじめとし
て、ふれあい事業者ローンなど具体
的な融資商品をより分かりやすく開
示する
＜充実した分かりやすい情報開示の
推進＞
 ・ 利用者から受けた質問や相談等
について、回答事例を作成し、ホー
ムページ等で公表することにより、地
域の利用者の利便性の向上や信頼
性の確保に努める

【地域貢献に関する情報開示】
 ・ 代表役員による決算等説明のため
の主要取引先への訪問
 ・ ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌、ﾐﾆﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ
誌、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに経済的貢献をはじめ
とする地域貢献活動の公表
 ・ 開示項目や説明方法の検討
 ・ 半期開示時の各種媒体による地域
貢献活動のわかりやすい情報開示
 ・ 利用者からの質問や相談等のうち
頻度の高いものを調査し、回答事例を
作成のうえﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公表

【地域貢献に関する情報開示】
 ・ 代表役員による決算等説明のた
めの主要取引先への訪問
 ・ ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌、ﾐﾆﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ
誌、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに経済的貢献をはじめ
とする地域貢献活動のわかりやすい
公表
 ・ 半期開示時の各種媒体による地
域貢献活動のわかりやすい情報開
示
 ・ 利用者からの質問や相談等の回
答事例を半期ごとに追加しﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
等で公表

【地域貢献に関する情報開示】
 ・ 役員による主要取引先への個別
訪問実施（17年5～7月、11月～12
月）
 ・ ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌、ﾐﾆﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ
誌を発行し、経済的貢献をはじめと
する地域貢献活動を公表（17年7月）
 ・ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへICHII　REPORT2005
を掲載し、経済的貢献をはじめとする
地域貢献活動を公表（17年8月）
 ・ 利用者からの質問や相談等のうち
頻度の高いものについて営業店から
意見を収集（17年9月）
 ・ 半期ディスクロージャー誌発行（17
年11月）地域から調達した預金が地
域の中小企業者等に対してどのよう
に供給されているかについて、預金
者別預金残高や個人の貸出金使途
別残高の内訳を新たに掲載
 ・ ホームページへ2005/09レポート
を掲載し、経済的貢献をはじめとする
地域貢献活動を公表（17年11月）
 ・ 利用者からの頻度の高い質問や
相談等についてまとめた回答事例集
をホームページに掲載し公表（18年2
月）
 ・ 「新聞記事にみるいちい信用金
庫」を発行し、地域貢献に関する情報
等を開示（18年2月）
 ・ 開示項目や説明方法を検討

【地域貢献に関する情報開示】
 ・ 役員による主要取引先への個別
訪問実施（18年5～6月）
 ・ ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌、ﾐﾆﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ
誌を発行し、経済的貢献をはじめと
する地域貢献活動を公表（18年7月）
 ・ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへICHII　REPORT2006
を掲載し、経済的貢献をはじめとする
地域貢献活動を公表（18年8月）
 ・ 「偽造・盗難キャッシュカードによる
不正利用等に対する補償」について
ホームページに掲載し公表（18年7
月）
 ・ １８年度上期の半期情報開示の項
目として損益状況の開示を検討
 ・ 半期ディスクロージャー誌発行（18
年11月）。業務純益、経常利益およ
び当期純利益の項目を新たに追加
 ・ ホームページへ2006/09レポート
を掲載（18年11月）
 ・ 19年1月からの「ＡＴＭによる現金
振込」に関する内容およびＱ＆Ａを
ホームページに掲載
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項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

【地域の利用者の満足度を重視した
金融機関経営の確立】
＜地域の特性や利用者のニーズを
踏まえたビジネスモデルの展開等、
地域の利用者の満足度を重視した金
融機関経営の確立に向けた取組み
＞
 ・ 利用者満足度アンケート調査を実
施し、お客様の意見を業務の改善や
新商品の開発に取り入れるなど、ア
ンケート結果の活用を図るとともに、
内容をホームページ等で公表する
 ・ 偽造キャッシュカード対応として次
の４項目を実施する
　ａ　口座毎に１日当りの引出し限度
額を設定できるシステム（最高２００
万円）を導入する
　ｂ　当金庫ＡＴＭ操作部に覗き見防
止パネル、ＡＴＭコーナーに覗き見防
止のためのつい立てを必要な箇所に
設置する
　ｃ　口座毎に１日当りの振込限度額
を設定できるシステム（最高５００万
円）を導入する
　ｄ　生体認証機能付のＩＣキャッシュ
カードを導入する
 ・ スパイウェアによる被害の防止対
応を行う
 ・ 他金庫キャッシュカードによる振込
の取扱いを開始する
 ・ 新商品「フラット３５」の取扱いを開
始する
 ・ 無担保事業者ローンの取扱いを
開始する

【地域の利用者の満足度を重視した
金融機関経営の確立】
 ・ ＡＴＭにおいて１日当りの引き出し
限度額を口座毎に設定できるシステ
ムの導入
 ・ ＡＴＭ操作部の覗き見防止パネル
や覗き見防止つい立を設置
 ・ 口座毎に１日当りの振込限度額を
設定できるシステムの導入
 ・ 生体認証付ＩＣキャッシュカード導入
準備
 ・ 「スパイウェア対策要領」の制定等
被害の防止対応実施
 ・ 他金庫キャッシュカードによる振込
の取扱開始
 ・ 「フラット３５」の取扱開始
 ・ 無担保事業者ローンの取扱開始
 ・ 利用者満足度アンケートを実施し、
結果の活用を検討

【地域の利用者の満足度を重視した
金融機関経営の確立】
 ・ 利用者満足度アンケート結果の具
体的活用
 ・ 生体認証対ＩＣキャッシュカードの
導入および利用促進

【地域の利用者の満足度を重視した
金融機関経営の確立】
 ・ ＡＴＭにおいて１日当りの引き出し
限度額を口座毎に設定できるシステ
ムを導入（17年5月）
 ・ ATM操作の覗き見防止策として、
覗き見防止パネルやつい立を必要な
箇所に設置（17年6月）
 ・ 他金庫キャッシュカードによる振込
の取扱いを開始（17年7月）
 ・ 「フラット３５」の取扱開始（17年8
月）
 ・ スパイウェアによる被害防止対応
のため「スパイウェア対策要領」を制
定（17年8月）
 ・ ATMでの１日の振込限度額を口座
単位で設定可能とするシステムの導
入準備
 ・ 利用者満足度アンケートを実施
（17年10月）
 ・ 生体認証付ＩＣキャッシュカード導
入については、共同事務センターの
システム提供後に実施予定

【地域の利用者の満足度を重視した
金融機関経営の確立】
 ・ 17年10月実施の利用者満足度ア
ンケートの結果と対応を公表（18年6
月）
 ・ 18年度利用者満足度アンケートを
実施（18年12月）
 ・ 生体認証付ＩＣキャッシュカード導
入については、18年10月に全銀協認
証局公開鍵証明書の交付を受け、共
同事務センターのシステム対応に合
わせ手続を開始
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項　　　目 具体的取組策
スケジュール 進捗状況

１７年度 １８年度 17年4月～18年3月 18年4月～19年3月

【地域再生推進のための各種施策と
の連携等】
＜地域におけるＰＦＩへの取組み支援
やまち再生施策に係る支援等の地域
再生推進に向けた各種施策との連携
等、地域活性化に向けた地域と一体
になった取組みの推進＞
 ・ ＰＦＩへの勉強会等に参加する
 ・ 「次世代クラブ」はテーマ毎に独立
した４分科会を設置し、各々４回開催
する
 ・ 「ビジネスマッチングフェア」を開催
し、ビジネスマッチング情報を提供す
る
 ・ 稲沢商工会議所、津島商工会議
所および江南商工会議所と商工会議
所提携ふれあい事業者ローンの取扱
いを開始する
 ・ 旧津島信用金庫本店の津島市へ
の譲渡について、津島市が17年3月
に策定した都市再生整備計画に基づ
き、住民が活用できるよう整備するこ
とを条件に譲渡を検討する

【地域再生推進のための各種施策と
の連携等】
 ・ いちい信用金庫次世代クラブ分科
会の開催
 ・ ＰＦＩ勉強会参加
 ・ 近隣商工会議所との提携によるふ
れあい事業者ローンの取扱開始
 ・ 旧津島信用金庫本店を津島市へ寄
付
 ・ ビジネスマッチングフェアの開催

【地域再生推進のための各種施策と
の連携等】
 ・ いちい信用金庫次世代クラブ分科
会の開催
 ・ ビジネスマッチングフェアの開催

【地域再生推進のための各種施策と
の連携等】
 ・ 稲沢商工会議所、津島商工会議
所（17年4月1日）、江南商工会議所
（17年6月1日）、七宝町商工会（17年
10月3日）との「商工会議所および商
工会提携ふれあい事業者ローン」の
取扱いを開始
 ・ 旧津島信用金庫本店を、住民が
活用できるよう整備することを条件に
津島市へ寄付（17年7月）
 ・ いちい信用金庫次世代クラブ分科
会を開催（17年8月、11月、18年2月）
 ・ 信金中金主催による「ＰＦＩ研修会」
に参加（17年8月）
 ・ 国土交通省中部地方整備局主催
による「街なか居住再生ファンド説明
会」に参加（17年8月）
 ・ 東海地区ビジネスマッチングフェア
に参加（17年11月）
（当金庫取引参加企業16社、個別商
談会4社）

【地域再生推進のための各種施策と
の連携等】
 ・ いちい信用金庫次世代クラブ総会
および企業見学会実施（18年5月、6
月）、分科会を開催（18年7月、8月、
11月、12月、19年2月）
 ・ 清洲町商工会と「商工会議所およ
び商工会提携ふれあい事業者ロー
ン」の取扱いを開始（18年10月）
 ・ 東海地区ビジネスマッチングフェア
に参加（当金庫取引先参加企業は10
社、個別商談会の受注企業４社、発
注企業１社：18年11月）
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１．事業再生・中小企業金融の円滑化
　（２）取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

　　　　　　　経営支援（経営改善・事業再生）の実績（個別事例）

経営支援前の企業の状況

経営支援概要
＜自金庫の施策＞

＜当該企業の施策＞

経営支援後の企業の状況
・外注先の協力により自社負担の材料費が軽減し、自社の原価率が17年は前期比2.5％、18年は前期比0.7％減少した。
・主力商品のＰＲ強化により、売上の安定化に繋がった。
・売上の安定化および原価率の減少により利益額が増加したことから、実質債務超過から脱却した。

・支援先は、一般住宅の建築を主体とした建築業者である。
・不良資産を内包しているため、実質債務超過の状態にあった。
・外注先への依存度が高いため原価率が高く、僅かながらの利益計上に留まっていた。

　実質債務超過を解消するため、利益の増加を目指して、本部の支援担当部署の担当者および営業店の支援担当者が協力して
支援することとした。
・材料費について、原則自社負担であったのを外注先負担に切り替え、材料費の低減を図るよう提案した。
・不良資産について、毎期計画的に償却するよう提案した。
・自社の主力商品（付加価値の高い木造住宅）のＰＲを強化し、安定的な売上確保を図るよう提案した。

・外注先に対して材料費負担の協力を求め、材料費の軽減を図った。
・不良資産について、17年より償却を実施した。
・自社の主力商品を情報誌に定期的に掲載することで、ＰＲの強化を図った。
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個人保証に過度に依存しない融資にかかる取組み状況について

　当金庫は、中小企業金融への取組強化、企業育成および地域経済活性化の一環として、
個人保証に過度に依存しない融資について、積極的に取組んでいます。

① ＴＫＣ経営者ローン

・ＴＫＣ中部会と提携し、財務諸表の精度が比較的高い中小企業に対応しています。
・ＴＫＣ税理士との交流会（勉強会）を定期的に開催し、取引企業に対する支援機能の強化を図っています。

② ふれあい事業者ローン

・中小企業に対してスコアリングを活用し、簡便、迅速をセールスポイントとして対応しています。

③ 商工会議所および商工会提携ふれあい事業者ローン

・商工会議所および商工会と連携し、優遇策を講じた対応をしています。
（平成19年3月末現在の提携　７商工会議所。平成19年4月より２商工会議所を新たに追加）

④ 創業支援ローン

・新たに事業開始または開始した起業家に対して、スコアリングを活用し簡便、迅速をセールスポイントとして
対応しています。

⑤ 育成企業支援ローン

・育成支援企業として認定された企業に対して柔軟に対応しています。

⑥ 企業ローン「ひやく」

・企業の決算データに基づき、担保、保証人に依存しない無担保ローンを提供しています。

54,362千円

35,942千円

51,245千円

0件

5件

平成19年3月末残高

3件

27件

12件

29件

0千円

39,713千円

9,508千円


